
 

 

認証業務規程別表１ 認証手数料の額および徴収方法（第９条関係） 

 

１．認証手数料 

 有機農産物についての生産行程管理者 

  ほ場・採取場・栽培場（原木林地栽培）の申請ほ場面積 

 

 

 

 

 

 

 

＊200アールを超える場合は 30アールごとに 3,300円を加算する。 

＊グループ申請の場合は 2名以降 11名まで 1名につき 13,200円を加算する。12名以降は 1名につき

11,000円を加算する。 

＊申請ほ場等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊上記表の申請ほ場面積ごとの手数料に加えて、新規申請料 22,000円を加算する。 

 

施設栽培きのこ・スプラウト類 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円 

＊グループ申請の場合は 2名以降 11名まで 1名につき 13,200円を加算する。12名以降は 1名につき 

11,000円を加算する。 

＊申請施設等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得する者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

＊上記の個人または団体及び法人ごとの手数料に加えて、新規申請料 22,000円を加算する。 

 

 有機加工食品についての生産行程管理者 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円 

＊複数の工場を一体的に申請する場合は 2工場以降 1工場について認証手数料と同額を加算する。 

＊申請工場等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得する者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

＊上記の個人または団体及び法人ごとの手数料に加えて、新規申請料 22,000円を加算する。 

 

 小分け業者 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円 

＊二種類の農林物資について小分けする事業者にあっては一方の認証手数料を半額に減免する。 

＊複数の事業所を一体的に申請する場合は 2事業所以降 1事業所について認証手数料の半額を加算す 

る。 

文書名 認証業務規程別表１ 

管理番号 Ｂ０１－１２ 

承認日 2025年6月9日 

申請ほ場面積 認証手数料 

50アール以内 59,400円 

75アール以内 66,000円 

100アール以内 72,600円 

150アール以内 79,200円 

200アール以内 85,800円 



 

＊申請施設等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得する者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

＊上記の個人または団体及び法人ごとの手数料に加えて、新規申請料 22,000円を加算する。 

 

２．認証手数料の割引 

下記ア）～ウ）の要件すべてに当てはまる認証申請者は、上記１．認証手数料に規定する手数料の総

額から 22,000円を割り引く。 

ア）異なる 2つ以上の農林物資または認証区分において認証を取得 

イ）割引対象となる事業者の所在地および代表者が同一であること 

ウ）割引が重複適用されていないこと 

 

３．認証手数料の徴収方法 

 申請書受理通知が当該登録認証機関から申請者に届いてから１か月以内に郵便振替もしくは銀行振

込にて納付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2013年 2月 23日改定 

３．2014年 2月 11日改定、同年 4月 1日より発効 

４．2014年 6月 28日改定 

５．2017年 1月 31日改定 

６．2017年 7月 26日改定 

７．2017年 12月 18日改定、2018年 4月 1日より発効 

８．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

９．2022年 6月 9日改定、同日より発効 

10. 2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

11. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

12. 2025年 6月 9日改定、2026年 1月 1日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表２ 年次確認調査手数料の額および徴収方法（第10条第1項関係） 

 

１．年次確認調査手数料 

 有機農産物についての生産行程管理者 

  ほ場・採取場・栽培場（原木林地栽培）の認証ほ場面積 

 

   

 

 

 

 

 

＊200アールを超える場合は 30アールごとに 3,300円を加算する。 

＊グループ申請の場合は 2名以降 11名まで 1名につき 13,200円を加算する。12名以降は 1名につき

11,000円を加算する。 

＊申請ほ場等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

 

施設栽培きのこ・スプラウト類 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円 

＊グループ申請の場合は 2名以降 11名まで 1名につき 13,200円を加算する。12名以降は 1名につき

11,000円を加算する。 

＊申請施設等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

  

有機加工食品についての生産行程管理者 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円    

＊複数の工場を一体的に申請する場合は 2工場以降 1工場について認証手数料と同額を加算する。 

＊申請工場等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 

 小分け業者 

  個人の生産行程管理者／ 92,400円 

   団体及び法人の生産行程管理者／158,400円    

＊二種類の農林物資について小分けする事業者にあっては一方の認証手数料を半額に減免する。 

＊複数の事業所を一体的に申請する場合は 2事業所以降 1事業所について認証手数料の半額を加算す 

る。 

＊申請施設等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で 1時間以上移動時間を要する場合など 

広範囲の場合は地区毎に 2地区以降 1地区について 13,200円を加算する。 

＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

文書名 認証業務規程別表２ 

管理番号 Ｂ０２－１２ 

承認日 2025年6月9日 

申請ほ場面積 認証手数料 

50アール以内 59,400円 

75アール以内 66,000円 

100アール以内 72,600円 

150アール以内 79,200円 

200アール以内 85,800円 



 

 

２．年次確認調査手数料の割引 

下記ア）～ウ）の要件すべてに当てはまる認証申請者は、上記１．年次確認調査手数料に規定する手

数料の総額から 22,000円を割り引く。 

ア）異なる 2つ以上の農林物資または認証区分において認証を取得 

イ）割引対象となる事業者の所在地および代表者が同一であること 

ウ）割引が重複適用されていないこと 

 

３．年次確認調査手数料の徴収方法 

 年次確認調査通知が当該登録認証機関から認証事業者に届いてから 1か月以内に郵便振替もしくは

銀行振込にて納付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2013年 2月 23日改定 

３．2014年 2月 11日改定。同年 4月 1日より発効 

４．2014年 6月 28日改定 

５．2017年 1月 31日改定 

６．2017年 7月 26日改定 

７．2017年 12月 18日改定、2018年 4月 1日より発効 

８．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

９．2022年 6月 9日改定、同日より発効 

10．2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

11. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

12. 2025年 6月 9日改定、2026年 1月 1日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別表３ 再調査手数料の額及び徴収方法（第 10条第 2項関係） 

 

１．再調査手数料 

 有機農産物についての生産行程管理者 

  １件の再調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 有機加工食品についての生産行程管理者 

  １件の再調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 小分け業者 

  １件の再調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 

 ※上記の再調査手数料には実地調査に要した時間に加え往復に要した時間、実地調査報告書作成、

判定に要する経費をすべて含む。 

 

２．再調査手数料の按分について 

 再調査は認証業務規程第３２条で求めた回答について、もしくは第３４条第４項で求めた是正につ

いて、全面的または部分的な再調査が必要であると判定会が認めたときに行われるものであるが、再

調査の実施の原因があきらかに認証申請者もしくは認証事業者の側にある場合は再調査に要した再調

査手数料は全額を認証申請者もしくは認証事業者が負担するものとする。再調査の実施の原因があき

らかに本会の側にある場合は再調査に要した再調査手数料は全額を本会が負担するものとする。その

どちらでもない場合は再調査後に本会と認証申請者もしくは認証事業者との間で協議して按分を決定

するものとする。 

 

３．再調査手数料の徴収方法 

 再調査手数料は実地調査後、請求書が当該登録認証機関から認証申請者もしくは認証事業者に届い

てか 1か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納付する。 

 

附則 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2013年 11月 30日改定 

３．2014年 2月 11日改定、同年 4月 1日より発効 

４．2017年 1月 31日改定 

５．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

６．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

７．2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

８. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表３ 

管理番号 Ｂ０３－０８ 

承認日 2024年11月22日 



 

 

別表４ 臨時確認調査手数料の額および徴収方法（第10条第3項関係） 

 

１．臨時確認調査手数料 

（１）ほ場・採取場・栽培場（原木林地栽培）の申請ほ場面積 

申請ほ場面積 調査手数料  

＊200アールを超える場合は30アールごとに2,200円を加算。 

 

＊グループ申請の場合は2名以降11名まで1名につき13,200円を

加算する。12名以降は1名につき11,000円を加算する。 

 

＊申請ほ場等が複数県にまたがる場合や、最も合理的な経路で1

時間以上移動時間を要する場合など広範囲の場合は地区毎に2

地区以降1地区について13,200円を加算する。 

 10アール以内 22,000円 

 20アール以内 24,200円 

 30アール以内 26,400円 

 40アール以内 28,600円 

 50アール以内 30,800円 

 75アール以内 33,000円 

100アール以内 35,200円 

150アール以内 37,400円 

200アール以内 39,600円 

 

（２）上記以外の臨時確認調査 

 有機農産物についての生産行程管理者 

  １件の臨時確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 有機加工食品についての生産行程管理者 

  １件の臨時確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 小分け業者 

  １件の臨時確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 

※年次確認調査時に併せて変更届に伴う臨時確認調査を実施する場合は別表２の手数料を徴収する。 

※上記（１）（２）（３）の臨時確認調査手数料には実地調査に要した時間に加え往復に要した時間、

実地調査報告書作成、判定に要する経費をすべて含む。 

 

２．臨時確認調査手数料の徴収方法 

 臨時確認調査手数料は実地調査後、請求書が当該登録認証機関から認証事業者に届いてから１か月

以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2013年 2月 23日改定 

３．2014年 2月 11日改定、同年 4月 1日より発効 

４．2017年 1月 31日改定 

５．2017年 12月 18日改定、2018年 4月 1日より発効 

６．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

７．2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

８. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

９．2025年 12月 18日改定、同日より発効 

文書名 認証業務規程別表４ 

管理番号 Ｂ０４－０９ 

承認日 2025年12月18日 



 

別表５ 緊急確認調査手数料の額及び徴収方法（第10条第4項関係） 

 

１．緊急確認調査手数料 

 有機農産物についての生産行程管理者 

  １件の緊急確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 有機加工食品についての生産行程管理者 

  １件の緊急確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 小分け業者 

  １件の緊急確認調査につき 22,000円 

  ＊併せて外国格付表示業者の認証を取得している者にあっては上記手数料の 3割を加算する。 

 

 ※上記の緊急確認調査手数料には実地調査に要した時間に加え往復に要した時間、実地調査報告書

作成、判定に要する経費をすべて含む。 

 

２．緊急確認調査手数料の按分について 

   緊急確認調査は認証事業者が認証事項の変更をしたことを知ったとき、もしくは第三者からの

情報提供その他の方法により認証事業者が認証の技術的基準に適合しないおそれのある事実を把

握したときに緊急に行われるものであるが、緊急確認調査の結果あきらかに認証の技術的基準に

適合しないことが判明した場合はそれに要した緊急確認調査手数料は全額を認証事業者が負担す

るものとする。緊急確認調査の結果あきらかに認証の技術的基準に適合していたことが判明した

場合はそれに要した緊急確認調査手数料は全額を本会が負担するものとする。そのどちらでもな

かった場合は緊急確認調査後に本会と認証事業者との間で協議して按分を決定するものとする。 

 

３．緊急確認調査手数料の徴収方法 

   緊急確認調査手数料は実地調査後、請求書が当該登録認証機関から認証事業者に届いてから１

か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納付する。 

 

附則 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2014年 2月 11日改定。同年 4月 1日より発効 

３．2017年 1月 31日改定 

４．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

５．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

６．2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

７. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表５ 

管理番号 Ｂ０５－０７ 

承認日 2024年11月22日 



 

 

別表６ 実地調査に伴う宿泊費および交通費等 

 

１．実地調査に伴う宿泊費 

 実地調査に宿泊を伴う場合の宿泊費は基本1泊10,000円を認証申請者もしくは認証事業者が負担す

る。 

 

２．交通費等 

 検査員の自宅から実地調査場所までの間で、公共交通機関およびタクシー等を利用した実費を請求

することができる。 

（１）飛行機を利用した場合 

   ・ファーストクラス、ビジネスクラスは請求することができない。 

（２）鉄道を利用した場合 

   ・グリーン車料金は請求することができない。 

（３）船舶を利用した場合 

   ・１等船室以上は請求することができない。 

（４）車を利用した場合 

   ・距離数（ｋｍ）に 30円を乗じた額 

   ・有料道路を利用した場合の利用料金 

   ・有料駐車場を利用した場合の利用料金 

 

３．実地調査に伴う宿泊費および交通費等の按分について 

（１）複数の事業者を同時期に調査するとき交通費等の実費を当該事業者で按分することができる。 

（２）再調査の場合 

  認証業務規程別表３の２「再調査手数料の按分について」の考え方に基づいて本会もしくは認証 

申請者もしくは認証事業者が負担する。 

（３）緊急確認調査の場合 

  認証業務規程別表５の２「緊急確認調査手数料の按分について」の考え方に基づいて本会もしく 

は認証事業者が負担する。 

 

４．宿泊費および交通費等の徴収方法 

 実地調査に伴う宿泊費および交通費等については実地調査当日に精算する。もしくは実地調査後、

請求書が当該登録認証機関から認証事業者に届いてから 1か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて

納付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2014年 12月 6日改定 

３．2016年 7月 2日改定 

４．2017年 1月 31日改定 

５．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

６．2024年 11月 22日改定、2025年 4月 1日より発効 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表６ 

管理番号 Ｂ０６－０６ 

承認日 2024年11月22日 



 

 

別表７ 日本国外における調査に伴う実費および交通費等 

 

 

１．日本国外において調査を行う際に生ずる宿泊・通訳・予防注射・査証手数料・外貨交換手数料・

入出国税・空港利用税等の付随的費用は実費を請求することができる。 

 

２．交通費等 

 検査員の自宅から実地調査場所までの間で、公共交通機関およびタクシー他を利用した実費を請求

することができる。 

 （１）飛行機を利用した場合 

    ・ファーストクラス、ビジネスクラスは請求することができない。 

 （２）鉄道を利用した場合 

    ・グリーン車クラス料金は請求することができない。 

 （３）船舶を利用した場合 

    ・１等船室以上は請求することができない。 

 （４）車を利用した場合 

    ・距離数（ｋｍ）に 30円を乗じた額 

    ・有料道路を利用した場合の利用料金 

    ・有料駐車場を利用した場合の利用料金 

 

３．付随的費用および交通費等の徴収方法 

 日本国外において調査を行う際に生ずる付随的費用および交通費等については実地調査後、請求書

が当該登録認証機関から認証申請者もしくは認証事業者に届いてから１か月以内に郵便振替もしくは

銀行振込にて納付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2017年 1月 31日改定 

３．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

４. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表７ 

管理番号 Ｂ０７－０４ 

承認日 2024年11月22日 



 

 

別表８ 講習会の料金（第 12条第 1項関係） 

 

１．講習会の料金 

 認証業務規程第４８条に基づいて行う講習会の料金は以下とする。 

ａ）生産行程管理者（有機農産物）         22,000円／名 

ｂ）生産行程管理者（有機加工食品）・小分け業者  22,000円／名 

ｃ）外国格付表示業者                11,000円／名 

 

＊1回の講習開催時に上記ａ）とｂ）を通して受講する場合には、料金の総額から 11,000円／名を割

り引く。 

＊オンライン開催の場合には料金の総額に運営手数料として 2,200円／名を加算する。 

 

２．出張講習会の講師派遣に必要な費用 

 本会事業所以外の場所において開催する講習会（出張講習会）に要する講師派遣の実費は、認証業

務規程別表６に定める実地調査に伴う宿泊費および交通費等と同様とする。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2014年 2月 11日改定。同年 4月 1日より発効 

３．2015年 6月 9日改定 

４．2017年 1月 31日改定 

５．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

６．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

７．2020年 12月 7日改定 

８．2021年 7月 17日改定、2021年 10月 1日より発効 

９．2022年 9月 30日改定、2022年 10月 1日より発効 

１０．2025年 12月18日改定、2026年1月1日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表８ 

管理番号 Ｂ０８－１０ 

承認日 2025年12月18日 



 

 

別表９ 交付手数料の額及び徴収方法（第 12条第 2項関係） 

 

１．交付手数料 

 財務諸表等の書面の謄本または抄本による交付  1,100円＋送料実費 

 財務諸表等の電磁的記録を電磁的方法による交付 1,100円＋送料実費 

 

２．交付手数料の徴収方法 

 請求書が当該登録認証機関から申請者に届いてから１か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納

付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2014年 2月 11日改定、同年 4月 1日より発効 

３．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

４．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

５. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表９ 

管理番号 Ｂ０９－０５ 

承認日 2024年11月22日 



 

別表１０ 資料代および再交付手数料の額及び徴収方法 

（第 12条第 3項および第 4項関係） 

 

１．資料代 

（１）申請マニュアル 

   1,100円＋送料実費（電子メールによる場合は無料） 

（２）清刷（有機ＪＡＳマーク） 

     550円＋送料実費（電子メールによる場合は無料） 

 

２．再交付手数料 

（１）認証書 

   1,100円＋送料実費 

（２）修了証 

   1,100円＋送料実費 

（３）有機 JAS認証継続通知書 

    550円＋送料実費 

 

３．英文文書作成手数料 

（１）認証書（英文） 

   1,100円＋送料実費 

（２）修了証（英文） 

   1,100円＋送料実費 

（３）有機 JAS認証継続通知書（英文） 

  1,100円＋送料実費 

 

４．資料代・再交付手数料の徴収方法 

請求書が当該登録認証機関から申請者に届いてから１か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納

付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2010年 3月 1日より施行する 

２．2014年 2月 11日改定、同年 4月 1日より発効 

３．2017年 7月 26日改定 

４．2018年 3月 11日改定、2018年 4月 1日より発効 

５．2019年 7月 2日改定、2019年 10月 1日より発効 

６．2022年 9月 30日改定 

７．2023年 7月 13日改定 

８. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

 

 

 

 

 

 

文書名 認証業務規程別表10 

管理番号 Ｂ１０－０８ 

承認日 2024年11月22日 



 

 

別表１１ 輸出証明書の発行手数料及び徴収方法（第 52条関係） 

 

１．輸出証明書の発行手数料 

      出荷額      手数料 

         1円～    10,000円       550円 

    10,001円～   100,000円     1,100円 

   100,001円～   500,000円     3,300円 

   500,001円～ 1,000,000円     5,500円 

 1,000,001円～ 2,000,000円     7,700円 

 2,000,001円～                11,000円 

 ※１ 送料は実費 

 ※２ 依頼主から訂正の依頼があった場合の再発行手数料：1,100円 

 

２．発行手数料・再発行手数料の徴収方法 

 請求書が当該登録認証機関から申請者に届いてから１か月以内に郵便振替もしくは銀行振込にて納

付する。 

 

（附則） 

１．この別表は 2021年 10月 1日より施行する 

２. 2024年 11月 22日改定、同日より発効 

 

文書名 認証業務規程別表11 

管理番号 Ｂ１１－０２ 

承認日 2024年11月22日 


